
 

 

 

 

 

 

選挙後は、多くの皆様から温かいご支援をいただきながら、公認会計士としての仕事と埼玉 16 区での

政治活動を続ける日々を送っています。皆様の声を国政に届ける活動に今後ともご理解をお願い申し上

げます。 

さて、今国会を振り返ると、多くの国民が最も求めていたのは、長引く物価高への対策でした。食料品

や光熱費など生活必需品の価格上昇が続き、家計は大きな負担を抱えています。本来であれば、政府は

国民生活を守るための経済対策を最優先に議論すべきでした。しかし、高市政権が力を注いだのは、国

民生活とは直接関係の薄い皇室典範改正や副首都法案などでした。これらは、麻生氏をはじめとする党

内勢力への配慮や、日本維新の会との連携強化を意識した政局優先の国会運営と言わざるを得ません。

国民が物価高に苦しむ中で、政権基盤固めを優先した姿勢には強い違和感を覚えます。 

一方、私たちは物価高対策として食料品の消費税減税を一貫して訴えてきました。与党からは食料品

の税率を 1％まで引き下げる案が示されましたが、実施時期は来年 4 月とされ、生活に苦しむ国民にと

ってはあまりにも遅い対応です。統一選日程を意識した政治的なタイミングとの見方もあり、本来であ

れば年内、遅くとも年明けから実施すべきです。 

また減税には責任ある財源が必要です。与党からは税収の上振れ分を財源とする考えも伝えられてい

ますが、税収の上振れは景気次第であり恒久的な財源ではありません。税収が不足すれば結局は国債発

行に頼ることになり、事実上、将来世代への借金で減税を行うことになります。 
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物価高対策が最優先！！ 

 

公認会計士 

３児の父 

38 歳 

中道改革連合埼玉県第 16 区総支部 連絡先 

埼玉 16 区(春日部市、さいたま市岩槻区、吉川市、松伏町) 

〒344-0067 埼玉県春日部市中央 1-8-21 ニュー吉田ビル 302    ◎TEL.070-3129-8789  ◎FAX.048-611-9943 

◎ホームページ：http://misumisota.net/   ◎フェイスブック：「三角そうた facebook」で検索 

http://misumisota.net/


 

      
■ボランティア・ポスター掲示・寄付等 
協力ができる方、右記連絡先にご連絡下さい 

三角そうたを応援して下さる方を募集中です！ 

どれかに○ ①事務作業など、ボランティアができる。  ②ポスターを自宅に掲示できる。 

③寄付をしてもいい。           ④知り合いを紹介できる。 

〒    – 

よろしければ、下記の項目もご記入ください。 

  －      －  

ふりがな 

お名前 

ご住所 

電話 

勤務先 
ご職業 

メールアドレス 

姓 

性別 
名 男 

女 

生年月日 
（西暦） 

年      月      日 

住所：〒344-0067 埼玉県春日部市中央 1-8-21 

ニュー吉田ビル 302   FAX:048-611-9943 

三角そうたの PROFILE 

•1987年 12月 16日生まれ（38歳） 3児の父 

•埼玉県和光市出身、春日部市粕壁在住 

•幼少期母子家庭にて育つ 

•私立開成中学・高校卒業 

•一橋大学社会学部卒業 

•衆議院議員手塚よしお学生秘書 

•三菱 UFJ銀行勤務（大宮支社、京都支社、本社 IR室、 

信託不動産部）・太陽監査法人勤務（非常勤） 

・2017年、2021年衆院選にて惜敗。 

・2024年衆院選にて比例復活で初当選。 

・2026年衆院選にて惜敗、捲土重来を期す。 

資格：公認会計士、税理士 証券アナリスト協会検定会員 

趣味：ヒップホップダンス、バスケットボール 

  韓国ドラマ、映画鑑賞、ドライブ、オンラインゲーム 

団体：春日部青年会議所、岩槻区倫理法人会 

 

私たちは、政府が保有する十分に活用され

ていない基金など約 8兆円規模の財源を見直

し、その一部を食料品減税の財源に充てるべ

きだと提案しています。国民生活を支える政

策だからこそ、責任ある財源確保とセットで

実現していかなければなりません。 

また、今国会で進められた皇室典範改正に

ついても、大きな問題があります。当初、与

野党で議論されていたのは皇族数の確保とい

う限定的なテーマでした。しかし、その枠を

超え、皇位継承のあり方にまで踏み込む形で

議論を進めたことは拙速と言わざるを得ませ

ん。皇室制度は国家の根幹に関わる問題であ

り、幅広い国民的合意の下で慎重に議論され

るべきです。 

 

 

  

 

各種世論調査でも、女性天皇を認めることに賛成する意見は多数を占めています。そうした国民意識

を十分に踏まえないまま制度改正を進めることは、国民の理解を得られるものではありません。将来的

には女性天皇の実現も含め、国民的議論を経た上で、改めて皇室制度を見直す必要があると考えます。 

さらに、副首都法案についても疑問があります。首都機能のバックアップは重要ですが、その機能を

「副首都」という形で一都市に集中させることが本当に安全保障上望ましいのでしょうか。巨大災害へ

の備えという観点から考えれば、複数都市へ機能を分散する「多極分散型」の方が、災害リスクを大き

く低減できます。南海トラフ巨大地震の発生が懸念される中で、大阪に国家機能を集中的に移すことに

は大きなリスクがあります。 

政治は国民生活のためにあります。物価高対策を後回しにし、政局や権力基盤の強化を優先する政治

から、生活者本位の政治へ転換すべく、引き続き活動を続けてまいります。 

 


